平成３０年度労働条件実態調査（№1）
～ 労働時間・休日、初任給、パート時給、今後の高年齢者の雇用について ～
平成３０年５月１１日
一般社団法人長野県経営者協会
 eq \o\ad(労務管理委員会,　　　　　　　　　　　　)
①調査目的：この資料は、長野県経営者協会の定期調査として毎年実施し、会員事業所の
　　　　　　　参考に供することを目的とする。
②問い合わせ並びに送付先：
　　　　　　　〒380‐0838　長野市県町584　一般社団法人長野県経営者協会 労政部 宛
　　　　　　　ＴＥＬ　026‐235‐3522（代）　ＦＡＸ　026‐235‐3529
　　　　　　　Ｅ-mail　sato-tak@mba.sphere.ne.jp
③締め切り：平成３０年６月８日（金）までにご回示いただきたく。
④調査基礎事項
	会社名
	

	ご記入者 お役職
	
	お名前
	


（１）従業員
	会社全体の
常用従業員
（本社・工場・営業所・支店等すべての正社員数）
	1
	～99人
	
	長野県内の事業場に勤務する従業員
（　　月　　日現在）

	
	２
	100～299人
	
	
	男子
	女子
	合計

	
	３
	300～499人
	
	常用従業員
	人
	人
	人

	
	４
	500～999人
	
	パートタイマー
	人
	人
	人

	
	５
	1,000人以上
	
	臨時従業員
	人
	人
	人

	
	
	派遣労働者
	人
	人
	人


（２）業種（業種が２つ以上にわたる場合は、多数従業員の業種番号に○印をして下さい。）
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16

	食料品製造業
	出版・印刷業
	化学製品製造
	非鉄金属製造
	一般機械器具
	電気機器製造
	輸送用機器製造
	精密機器製造
	左記以外の製造
	建設業
	卸・小売業
	金融・保険業
	私鉄・バス業
	運輸・倉庫業
	電力・ガス業
	サ｜ビス業


⑤その他：この調査結果については、①個別会社名は公表しません。②調査目的以外には
　　　　　　使用しません。③個人情報保護法に基づく取扱いを致します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （こちらはご記入不要です）
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企番　 支部 　規模　 業種
１．平成３０年度所定労働時間・休日について
〔記入上のお願い〕
１．所定労働時間・休日とは就業規則、労働協約によって定められている労働時間・休日
　　をいいます。
２．この調査の対象労働時間・休日は最も多くの従業員に適用される労働時間・休日を記
　　入してください。
３．所定労働時間は１０進法（例えば、７時間３０分は７.５時間）で記入してください。
４．月当たり、週当たり所定労働時間は年間所定労働時間をそれぞれ１／１２、１／５２
　　で算出してください。（土曜日の労働時間が半日の場合は、年間所定労働時間を先ず算出して、月当たり等平均算出してください）
５．有給休暇の計画的付与とは、年次有給休暇の取得率向上を目的として、書面による労
　　使協定があれば、それにもとづく一定日数の年次有給休暇（ただし、労働者が自由に
　　取得できる５日を留保した残りの日数内）について、計画的、統一的付与日を特定す
　　る制度です（労働基準法３９条６項）。
	所定労働時間　休日数
	本　年　度
（平成３０年度）
	昨　年　度
（平成２９年度）
	昨年度との増減

	①１日の所定労働時間
	時間
	時間
	時間

	②１日の休憩時間
	時間
	時間
	時間

	③年間所定休日数
	日
	日
	日

	④年間所定労働日数
	日
	日
	日

	　年間日数（③＋④）
	日
	日
	日

	⑤年間所定労働時間
	時間
	時間
	時間

	⑥月当たり〃（⑤÷１２）
	時間
	時間
	時間

	⑦週当たり〃（⑤÷５２）
	時間
	時間
	時間

	有給休暇の計画的付与
	日
	日
	日


２．平成３０年度決定初任給について
〔記入上のお願い〕
１．決定初任給とは、春季労使交渉による賃上げ後（ベースアップ後）の賃金を採用初任
　　給に配分し、本年４月入社の学卒者に支給する（した）賃金をいいます。
２．初任給は単位百円で記入してください。
３．所定労働時間内賃金とは、就業規則・労働協約等で定まっている所定労働時間（労働
　　日）に皆勤した場合に支給する諸手当を含む賃金をいいます。（なお、通勤手当、残業
　　手当は除きます。）所定時間内賃金ならびに内訳として基本給と手当額を併せて記入してください。
４．学卒者の採用が無くても、初任給が設定されている場合は記入してください。また、試用期間中であり未だ職務が確定していない場合は、配置予定の職種として記入してください。
５．職種分類は以下によって行なってください。
	職種Ａ：①基幹的業務につく者
　　　　②企画立案、技術研究開発、対外折衝等総合的な判断を要する業務に就く者
　　　　③全社的（国内外）規模で転勤を伴う者
職種Ｂ：上記に該当しない者（補助的、定型的、一般等）


６．上記のように初任給を分類していない場合は、職種Ａ欄に記入してください。また、職掌別に分類していない場合は学歴別の事務系欄に記入してください。
７．下記のフレーム（表）になじまない場合は、別紙に具体的に記入し、添付してください。
（１）職種Ａ
	学
歴
	職　掌　別
	平成３０年度
	昨年度（平成２９年度）

	
	
	所定時間内賃金（百円）
	所定時間内賃金（百円）

	
	
	
	基本給
	手当額
	
	基本給
	手当額

	大学院
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	大学卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工 業 高 専 卒
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短大卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	高校卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	現　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	各種
専修
学校
	１　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	２　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）職種Ｂ〔職種Ａに該当しない者（補助的、定型的、一般的）〕
	学
歴
	職　掌　別
	平成３０年度
	昨年度（平成２９年度）

	
	
	所定時間内賃金（百円）
	所定時間内賃金（百円）

	
	
	
	基本給
	手当額
	
	基本給
	手当額

	大学院
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	大学卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工 業 高 専 卒
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短大卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術研究系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	高校卒
	事　務　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	現　業　系
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	各種
専修
学校
	１　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	２　年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３．パートタイム労働者時間給について
〔記入上のお願い〕
１．平成３０年５月１０日現在（募集中含む）と昨年度（平成２９年５月１０日）のパー
　　トタイム労働者の時間給を記入してください。
２．パートタイム労働者が在籍していない場合には人数欄に０人と記入してください。
３．日給の場合及び精皆勤手当等を支給している場合は時間給に換算してください。
４．契約は１年であっても、更新契約のパートタイム労働者も対象にしてください。
５．職務は次の基準で分類してください。
　（a）直接的職務……事業活動と直接関係する仕事（例：加工,組み立て,配送,レジ等）
　（b）事務的職務……一般事務，現場事務等
　（c）間接的職務……事業活動とは直接関係しない仕事（例えば食堂の賄い，清掃等）
６．パートタイム労働者のうち、時間給が最高の者，最低の者をピックアップしその者の勤続年数と時間給を記入してください。また、各職務における全パートタイム労働者の平均勤続・平均時間給を記入してください。
パートタイム労働者の時間給
	職　務
	人　数
	最高時間給
	最低時間給
	平均時間給

	
	
	勤続
	時間給
	勤続
	時間給
	勤続
	時間給

	直接的
	３０年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	
	昨年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	事務的
	３０年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	
	昨年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	間接的
	３０年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円

	
	昨年度
	人
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円
	年
	
	
	
	
	円


４．今後の高年齢者の雇用について
以下、項目ごとに該当する番号にチェック及び該当箇所に具体例等を記入してください。
１．就業規則等における正社員（雇用期間の定めのない社員）の定年制の有無及び定め方について
　　□①定年制（定年年齢）を定めている　　□②定年制（定年年齢）を定めていない

　　　　　Ⅰ）定年制の定め方について

❐ⅰ）一律　　❐ⅱ）職種別　　❐ⅲ）その他（具体例：　　　　　　　）

　　　　　　　　　Ⅱ）一律定年制を定めている場合の定年年齢について

　　　　　　　　　　❐ⅰ）６０歳　❐ⅱ）６１歳　❐ⅲ）６２歳　❐ⅳ）６３歳
　❐ⅴ）６４歳　❐ⅵ）６５歳　❐ⅶ）６６歳以上

２．現状における６０歳以降の雇用のあり方等について
１）現状の６０歳以降の雇用の枠組みについて

　　□①６０歳定年後継続雇用制度を実施
　→　以降、設問 ２）・３）・４）・５）・９）・１０）・１１）へご回答ください。
　　□②６１～６４歳定年後継続雇用制度を実施
　→　以降、設問 ３）・４）・５）・９）・１０）・１１）へご回答ください。

　□③６５歳以上定年制（定年後継続雇用制度あり）を実施
→　以降、設問 ６）・７）・８）・９）・１０）・１１）へご回答ください。
□④６５歳以上定年制（定年後継続雇用制度なし）を実施
→  以降、設問 ６）・７）・９）・１０）・１１）へご回答ください。
□⑤定年制なし　→　以降、設問 ９）・１０）・１１）へご回答ください。
　　□⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
*対象は、問２．１）で①６０歳定年後継続雇用制度を実施とご回答の企業のみ
２）貴社における今後の定年制のあり方（方向性）について
　　□①現状の６０歳定年制、以降継続雇用制度実施の枠組みの変更は考えていない
　　□②定年年齢の引き上げ（６１～６４歳）、以降継続雇用制度の実施を検討中
　　□③６５歳以上定年制（定年後継続雇用制度あり）の導入を検討中
　　□④６５歳以上定年制（定年後継続雇用制度なし）の導入を検討中
　　□⑤定年制の廃止を検討中

　　□⑥その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
*対象は、問２．１）で①６０歳定年後継続雇用制度を実施、②６１～６４歳定年後継続雇用制度を実施とご回答の企業のみ
３）定年前後におけるフルタイム継続雇用者の仕事内容の変化（標準的な実在者ベース）について
　　□①定年前とまったく同じ
　　□②定年前と同じであるが、責任の重さが変わる
　　□③定年前と一部異なる
　　□④定年前とまったく異なる
　　□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

*対象は、問２．１）で①６０歳定年後継続雇用制度を実施、②６１～６４歳定年後継続雇用制度を実施とご回答の企業のみ
４）定年前後におけるフルタイム継続雇用者の所定内賃金額の変化（標準的な実在者ベース）について
　　□①定年到達時点の所定内賃金額水準を維持
　　□②定年到達時点の所定内賃金額の９０％台
　　□③定年到達時点の所定内賃金額の８０％台
　　□④定年到達時点の所定内賃金額の７０％台
　　□⑤定年到達時点の所定内賃金額の６０％台
　　□⑥定年到達時点の所定内賃金額の５０％台
　　□⑦定年到達時点の所定内賃金額の５０％未満
　　□⑧明確に決まっていない
　　□⑨分からない
*対象は、問２．１）で①６０歳定年後継続雇用制度を実施、②６１～６４歳定年後継続雇用制度を実施とご回答の企業のみ
５）定年後、６０歳前半層の継続雇用者の賃金に対する考え方について（複数回答可）
　　□①仕事・役割・貢献度や評価制度に基づき賃金を決めるのが望ましい
　　□②定年前と仕事が同じなら原則賃金は下げるべきではない

　　□③賃金原資の関係上、現役世代の賃金低下を防ぐため、定年後継続雇用者の賃金は下げても構わない
　　□④賃金は仕事の対価なので、年金や高年齢雇用継続給付があっても下げるべきではない
　　□⑤会社は雇用確保のために継続雇用するのだから、賃金が低下しても構わない
　　□⑥定年後の継続雇用者の賃金は一律で構わない
　　□⑦その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
*対象は、問２．１）で③６５歳以上定年制（定年後継続雇用制度あり）を実施、④６５歳以上定年制（継続雇用制度なし）を実施とご回答の企業のみ
　６）６５歳以上定年制を導入したことによるメリットについて（複数回答可）
　　□①高齢社員のモチベーションが向上した
　　□②高齢社員が長年培った知識・経験を十分に活かすことができる
　　□③人手・人材不足への対応が図れる
　　□④高齢社員の戦力化が図りやすくなった
　　□⑤雇用管理がしやすくなった
　　□⑥企業イメージが向上し、人材確保面で優位に立てた
　　□⑦若手、中堅社員のモチベーションも向上した
□⑧特になし
　　□⑨その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

*対象は、問２．１）で③６５歳以上定年制（定年後継続雇用制度あり）を実施、④６５歳以上定年制（継続雇用制度なし）を実施とご回答の企業のみ
　７）６５歳以上定年制を導入したことによるデメリットについて（複数回答可）
　　□①人件費総額の増大
　　□②組織の若返りに停滞が発生
　　□③制度導入に伴う人事制度全体の見直しに時間がかかる
　　□④継続雇用制度と違い雇用する人材を選べない
　　□⑤健康維持と安全対策の管理に不安がある
　　□⑥社員の高齢化が進む
　　□⑦特になし

　　□⑧その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

*対象は、問２．１）で③６５歳以上定年制（定年後継続雇用制度あり）を実施とご回答の企業のみ
８）６５歳以上定年制（定年後継続雇用制度あり）の場合の継続雇用制度の該当基準について

　　　　　□①該当基準あり　　　□②該当基準なし

　　　　　　　　　　６５歳以降も働く際の具体的な該当基準【複数回答可】
□①働く意思・意欲があること
　　　　　　□②出勤率・勤務態度
　　　　　　□③健康上支障がないこと
　　　　　　□④現職を継続できること
　　　　　　□⑤会社が提示する職務内容に合意できること
　　　　　　□⑥会社が提示する労働条件に合意できること

　　　　　　□⑦熟練や経験による技術・技能をもっていること

　　　　　　□⑧専門的な資格をもっていること

　　　　　　□⑨他の社員を指導・教育できること

　　　　　　□⑩一定の業務評価

　　　　　　□⑪定年前に就いていた役職

　　　　　　□⑫定年到達時の社内における格付け
　　　　　　□⑬その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
*全ての皆様がご回答ください。
９）６０歳後半層（６５～６９歳以下）の雇用確保に必要になると思われる取組み
（複数回答可）
　　□①継続雇用者の処遇改定
　　□②設備や作業環境の整備
　　□③適職開拓の充実
　　□④教育訓練の強化・充実
　　□⑤新たな勤務シフトの導入
　　□⑥高年齢者の健康確保措置
□⑦特に必要な取組みはない
□⑧その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
*全ての皆様がご回答ください。
１０）６５歳以上の雇用・就業のあり方の関する貴社の考え方について（複数回答可）
　　□①企業として希望者全員をできるだけ雇用したい
　　□②高年齢者は個々人で異なるため、会社の基準を設けて適合者を雇用したい
　　□③高年齢者の創業を支援したい
　　□④子会社・関連会社で高年齢者を活用したい
　　□⑤再就職を斡旋したい
　　□⑥雇用より、地域のボランティア・シルバー人材センター・ＮＰＯなどで活躍してほしい
□⑦６５歳以上の雇用は現状では考えられない
□⑧その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
*全ての皆様がご回答ください。
１１）有期雇用特別措置法の認定取得状況（継続雇用の高齢者に関する特例）について
　　○無期転換ルールの適用により、通常は、定年後引き続き雇用される有期雇用労働者についても無期転換申込権が発生しますが、有期雇用特別措置法により、
　　　　・適切な雇用管理に関する計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた事業主の下で、
　　　　・定年に達した後、引き続いて雇用される有期雇用労働者（継続雇用の高齢者）
　　　については、無期転換申込権が発生しないとする特例が設けられています。特例の適用に当たり、事業主は本社・本店を管轄する都道府県労働局に認定申請を行う必要があります。
□①既に認定を受けている（現在、認定申請中を含む）

　　□②認定は受けていないが、現在、認定申請を検討中
　　□③認定を受けるつもりはない
　　□④分からない
□⑤その他（具体例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
ご協力ありがとうございました。
６月８日（金）までに、下記宛てメール・ファックスもしくは郵送にてご送付ください。
〒３８０－０８３８ 長野市県町５８４ （一社）長野県経営者協会　労政部　宛
ＴＥＬ：０２６－２３５－３５２２　ＦＡＸ：０２６－２３５－３５２９
Ｅ-mail　sato-tak@mba.sphere.ne.jp
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